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時に広域な浸水被害が想定される下流域の 2 市 8







































































右岸別，堤防からの距離別（1 km 毎）に 5 区分
を設置し，各距離帯において 60 部ずつ（1 自治
体あたり 300 部）の調査票配布を行った．第 3 表
に，自治体・距離帯別の回答者数を示す．
　本研究対象地域の地域構造を人口変動からみる




























































1㎞ 2㎞ 3㎞ 4㎞ 5㎞
江戸川区 18 8 9 22 3 60
葛飾区 12 16 4 10 9 51
足立区 4 9 15 20 6 54
川口市 27 6 9 4 17 63
戸田市 19 17 18 16 13 83
江東区 6 14 11 9 26 66
墨田区 20 15 16 12 16 79
荒川区 21 13 15 16 15 80
北区 28 27 9 15 21 100











2000年 2010年 増減率 増減率
江戸川区 619,121 672,607 8.6% 21.1%
葛飾区 421,496 442,511 5.0% 13.7%
足立区 616,064 679,811 10.3% 23.4%
川口市 459,806 499,336 8.6% 19.7%
戸田市 107,964 121,886 12.9% 19.4%
江東区 376,784 460,810 22.3% 47.2%
墨田区 215,865 246,637 14.3% 32.5%
荒川区 180,441 199,875 10.8% 26.7%
北区 326,671 331,366 1.4% 14.7%
板橋区 512,459 523,948 2.2% 12.7%






















的として 1975 年より実施され，2013 年調査（第
7 回）の最新統計では，「建物倒壊危険度」「火災
危険度」およびこれら各々の危険度の和からなる















内側に存在しながらも荒川の左右岸沿川に沿っ第 4 図　5 歳区分年齢別人口変化（2000～2010 年）
第 5 図　町丁目別人口増減数（2000～2010 年） 第 6 図　総合危険度（第 7 回）2013 年調査





































































　第 7 図に第 5 回調査（2003 年）から第 7 回調
























第 8 図　火災危険度の相対変化（2003～2013 年）






















































第 12 図　地域別浸水被害経験（p ＜ 0.05）










地震倒壊危険 火災延焼危険 地震避難危険 地震逃遅危険






地震倒壊危険 火災延焼危険 地震避難危険 地震逃遅危険















































そう思わない あまり思わない 普通 ややそう思う そう思う
501人 75.7%
全体 割合 （床下浸水）（床上浸水） 全体 割合
5年未満 5 （3.2％） 5 0 78 （16.0%）
5-10年未満 12 （7.7％） 10 2 56 （11.5%）
10-20年未満 12 （7.7％） 10 2 58 （11.9%）
20年以上 127 （81.4％） 69 58 296 （60.6%）
未回答 5 － － － 13 －
13-19歳 0 （0.0%） 0 0 16 （3.1%）
20-29歳 2 （1.3%） 1 1 26 （5.1%）
30-39歳 9 （5.6%） 8 1 84 （16.8%）
40-49歳 16 （9.9%） 11 5 85 （17.0%）
50-59歳 34 （21.1%） 23 11 93 （18.6%）
60-69歳 44 （27.3%） 27 17 113 （22.6%）
70-79歳 47 （29.2%） 24 23 78 （15.6%）



















































































































































































































































































い（＋2 点）までの両側 5 尺度において評価を取













30分以内 31～60分 61～120分 121～180分 181～300分 全体
143 74 23 27 20 287
29.5% 15.3% 4.8% 5.6% 4.1% 59.3%
16 50 20 15 12 113
3.3% 10.3% 4.1% 3.1% 2.5% 23.3%
4 2 13 10 9 38
0.8% 0.4% 2.7% 2.1% 1.9% 7.9%
1 2 5 10 8 26
0.2% 0.4% 1.0% 2.1% 1.7% 5.4%
3 1 0 0 16 20
0.6% 0.2% 0.0% 0.0% 3.3% 4.1%
167 129 61 62 65 484
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第 17 図　地域別日常近隣交流度と災害時近隣協力度
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